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目次 

本資料は５月２１日時点で国・県等が実施している支援策をまと

めたものです。最新の情報はホームページでご確認ください。 

また、市町や他団体が実施している支援は掲載しておりませんの

でご注意ください。 
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兵庫県の公式 HPにて、新型コロナウイルス感染症に関する特設サイトを設置しています。 

支援対象を「個人」と「事業者」に分かれております。以下のページよりご確認ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
個人向けページ：https://web.pref.hyogo.lg.jp/kk03/corona/corona_support_top02.html 
 
事業者向けページ：https://web.pref.hyogo.lg.jp/kk03/corona/corona_support_top01.html 

  

兵庫県新型コロナウイルス感染症関連特設サイト 

https://web.pref.hyogo.lg.jp/kk03/corona/corona_support_top02.html
https://web.pref.hyogo.lg.jp/kk03/corona/corona_support_top01.html
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・兵庫県緊急事態措置コールセンター（緊急事態措置等に関するご相談） 

電話：078-362-9921 

受付時間：午前 9時～午後 5時（土曜日・日曜日・祝日を含む）  

・休業要請事業者経営継続支援事業に関するお問い合わせ専用ダイヤル 

電話：078-361-2281 

受付時間：午前 9時～午後 5時（土曜日・日曜日・祝日含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

相談窓口一覧 
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休業要請を行った事業者について、休業による影響を受けるため、国の持続化給付金に加え、

県・市町が協調して一定の経営継続支援金を支給 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【問合せ先】経営継続支援金 TEL：078-361-2281 

詳細は下記のページをご覧ください。 

 https://web.pref.hyogo.lg.jp/sr07/kyugyoshien.html 

 

  

休業要請事業者経営継続支援金 

 

https://web.pref.hyogo.lg.jp/sr07/kyugyoshien.html
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感染症拡大により、特に大きな影響を受ける事業者に対して、事業の継続を下支えし、再起の

糧としていただくため、 事業全般に広く使える給付金を支給 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：経済産業省） 

 

【問合せ先】持続化給付金事業コールセンター TEL：0120-115-570 

詳細は下記のページをご覧ください。 

  https://www.meti.go.jp/covid-19/jizokuka-kyufukin.html 

  

 

給付金申請ページ 

https://www.jizokuka-kyufu.jp/ 

 

持続化給付金 

 

https://www.meti.go.jp/covid-19/jizokuka-kyufukin.html
https://www.jizokuka-kyufu.jp/
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外出自粛要請等により売上が減少している飲食店、宿泊施設、小売店等によるテイクアウトや

新商品開発などの新たな事業展開を促進 

 

〇対象者 

県内に本店・本社がある飲食業、小売業、宿泊業者で新たな事業展開に取り組む小規模事

業者 

  （常時雇用する従業員数が小売・飲食業の場合は５人以下、宿泊業の場合は２０人以下） 

 

〇実施期間 

  令和２年５月１４日（木）～令和２年６月１０日（水） 

※申請の受付は郵送のみとし、令和２年６月１０日の消印有効とする。 

  （但し、交付決定から３ヶ月以内に事業を終了すること） 

 

〇対象経費 

①テイクアウト・デリバリーへの参入費 

②地元食品を使った新商品開発 

③休業中に開催する従業員のスキルアップ 等 

   （店舗改装・工事費、資料作成費、広報費、広告宣伝費、車両借上費（借上初期費用に限

る）、委託費・外注費、印刷費、設備・備品購入費、消耗品費、材料費等） 

 以上の経費で４月２４日(金)以降に発注、納品、支払った経費を補助対象とする。 

 

〇補助率 

  定額補助（１事業所あたり下限５万円、上限１０万円を限度とする。） 

 

【問合せ先】兵庫県中小企業団体中央会 TEL：078‐331-2045 

  詳細は下記のページをご覧ください。 

  https://www.chuokai.com/info/ 

  

がんばるお店お宿応援事業 

https://www.chuokai.com/info/
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タクシー事業者向け観光受入環境整備事業 

 

先端機器等の活用により、タクシーの観光利用やインバウンド対応を促進し、国内外観光客

の周遊性・満足度を向上 

 

〇申請者 

事業実施を希望するタクシー事業協同組合、グループ 等 

 

〇支援事業例 

マルチキャッシュレス決済機器の導入【必須】 

（以下、任意で追加可能） 

施設・設備・Web サイト・パンフレット等の多言語化、通訳・翻訳機の導入、車内 Wi-Fi

環境の整備、タブレット等 IT機器を活用した観光案内システム導入 等 

 

〇補助上限額  

1,000万円(定額補助)  

 

【問合せ先】兵庫県産業労働部観光推進課 TEL：078-362-3838 

 

 

産業界提案型復活応援事業 

 

商工団体･業界団体が、複数の会員企業等が取り組む新たな事業（グループによる取組）を支

援することで、地域経済の再起を促進 

 

〇申請者  

事業実施を希望する商工会、商工会議所、中小企業団体中央会、商店街振興組合、工業会、

旅館業組合等 

 

〇支援事業例 

eコマースへの参入（越境 EC、オンラインショッピング等）、リモートワークの導入、サテ

ライトオフィス・テレワーク環境の整備 等 

 

〇補助上限額  

750万円(補助率 3/4)  

 

【問合せ先】 兵庫県産業労働部経営商業課 TEL：078-362-3313 

  

タクシー事業者向け観光受入環境整備事業 
産業界提案型復活応援事業 



 

10 

 

 

コロナ禍でダメージを受けた地域の基幹的リーディング企業による新たな事業展開を支援し、

地域産業力を向上 

 

〇申請者  

中小企業、小規模事業者 

 

〇支援事業例 

産地企業による新商品開発、飲食店・旅館等の予約システムの導入、在庫管理システムの

導入、海外進出に向けた基礎調査 等 

 

〇補助率と上限 

3/4 

 

 

 

 

 

【問合せ先】 兵庫県産業労働部工業振興課 TEL：078-362-3330 

 

 

 

  

地域企業再起・躍進支援事業 
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雇用調整助成金の特例措置が更に拡充されています。また、手続きが簡略化されています。詳

しくは、厚生労働省のホームページをご覧ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：厚生労働省） 

【問合せ先】 兵庫労働局ハローワーク助成金デスク TEL：078-221-5440) 

県労働局・公共職業安定所（ハローワーク） 

        （一覧： https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/000628994.pdf ） 

詳細は下記のページをご覧ください。  

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/pageL07.html 

雇用調整助成金の特例措置 

https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/000628994.pdf
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/pageL07.html
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国が一定の要件を満たす中小企業者に対する利子・保証料の軽減を行う制度を創設したことか

ら、それに連動した融資制度を新設し、新型コロナウイルス感染症の流行により影響を受ける

中小企業者を支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【問合せ先】兵庫県産業労働部地域金融室 TEL：078-362-3321 

詳しくは下記をご覧ください。 

https://web.pref.hyogo.lg.jp/sr08/ie05_000000031.html 

  

新型コロナウイルス感染症対応資金 

 

https://web.pref.hyogo.lg.jp/sr08/ie05_000000031.html
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１ 納税の猶予制度の特例 

イベントの自粛要請や入国制限措置など、新型コロナウイルスの感染拡大防止のための措置

に起因して多くの事業者の収入が急減しているという状況を踏まえ、収入に相当の減少があ

った事業者の国税について、無担保かつ延滞税なしで１年間、納税を猶予する特例が設けら

れました。 

【ホームページ】 

https://www.nta.go.jp/taxes/nozei/nofu_konnan.htm 

 

 

２ 欠損金の繰戻しによる還付制度の特例 

資本金１億円超 10 億円以下の企業の令和２年２月１日から令和４年１月 31 日までの間に終

了する事業年度に生じた青色欠損金について、欠損金の繰戻しによる還付制度の適用が可能

となりました。 

【ホームページ（PDF）】 

https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/kansensho/keizaitaisaku/pdf/keizaitaisaku_2.pdf 

 

 

３ テレワーク等のための中小企業の設備投資税制 

中小企業がテレワーク等のために行う設備投資について、中小企業経営強化税制を拡充し、

その対象に加えられました。 

【ホームページ（PDF）】 

 https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/kansensho/keizaitaisaku/pdf/keizaitaisaku_1.pdf 

 

 

４ 消費税の課税選択の変更に係る特例 

新型コロナウイルス感染症により収入が著しく減少した事業者が、申請書を申請期限までに

提出して税務署長の承認を受けたときは、課税期間開始後であっても消費税の課税事業者の

選択の変更を認める等の措置がされました。 

【ホームページ】 

https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/kansensho/keizaitaisaku/shohi/index.htm 

 

 

 

 

  

税制措置～国税～ 

国税に関する問合せは 

所管の税務署へお願いします 

https://www.nta.go.jp/taxes/nozei/nofu_konnan.htm
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/kansensho/keizaitaisaku/pdf/keizaitaisaku_2.pdf
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/kansensho/keizaitaisaku/pdf/keizaitaisaku_1.pdf
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/kansensho/keizaitaisaku/shohi/index.htm
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１ 個人の県民税及び事業税に係る申告期限の延長 

今回、新型コロナウイルス感染症の拡大防止の観点から国において所得税の申告・納付期限が

延長されたことから、個人の県民税及び事業税（年の中途において事業を廃止した場合を除く）

の申告期限が令和 2年 3 月 16 日（月曜日）であるものについて、同年 4 月 16 日（木曜日）ま

で延長されましたが、4月 17日（金曜日）以降においても、期限までに申告することができな

いと認められる場合には、期限を延長することができますので、県税事務所へご相談ください。 

【ホームページ】 

https://web.pref.hyogo.lg.jp/kk22/toriatsukai2020.html 

 

 

２ 法人県民税・事業税の申告納付期限の延長 

法人県民税・事業税（特別法人事業税・地方法人特別税を含む。）において、新型コロナウイル

ス感染症の影響により、期限までに申告・納付することができないやむを得ない理由がある場

合には、期限を延長することができますので、県税事務所へご相談ください。 

【ホームページ】 

https://web.pref.hyogo.lg.jp/kk22/toriatsukai2020.html 

 

 

３ 納税が困難な方に対する猶予制度 

[徴収猶予の特例] 

新型コロナウイルス感染症の影響によ

り R2.2月以降の事業等に係る収入が前

年同期と比べ概ね 20％以上減少してい

る場合で、R2.2月から R3.1 月までに納

期限が到来する県税を一時に納付する

ことが困難な場合は、徴収猶予の特例制

度がありますのでご確認ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

税制措置～県税～ 

https://web.pref.hyogo.lg.jp/kk22/toriatsukai2020.html
https://web.pref.hyogo.lg.jp/kk22/toriatsukai2020.html
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[徴収猶予・換価猶予] 

新型コロナウイルス感染症に納税

者（ご家族を含む。）がり患された

場合のほか、新型コロナウイルス感

染症に関連するなどして対象のケ

ースに該当する場合は、徴収猶予制

度があります。 

また、新型コロナウイルス感染症の

影響により、県税を一時に納付する

ことができない場合、申請による換

価猶予の制度があります。 

  

県税に関する 

問合せ先一覧 
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１ 中小事業者等が所有する償却資産及び事業用家屋に係る固定資産税等の軽減 

厳しい経営環境にある(※)中小事業者等に対して、令和３年度課税の１年分に限り、償却資

産及び事業用家屋に係る固定資産税及び都市計画税の課税標準を 1/2 またはゼロとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 生産性革命の実現に向けた固定資産税の特例措置の延長・拡充 

・新型コロナウイルス感染症の影響を受けながらも新規に設備投資を行う中小事業者等を支

援する観点から、適用対象に一定の事業用家屋及び構築物を追加します。 

・生産性向上特別措置法の改正を前提に、適用期限を２年延長します。 

 

 

 

税制措置～市町税～ 


